
 

仙台市放課後児童支援員等処遇改善事業（月額9,000円相当賃金改善）費補助金交付要綱 

 

（令和４年１０月１２日子供未来局長決裁） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症への対応と少子高齢化への対応が重なる最前線

において働く、「「放課後児童健全育成事業」の実施について」（令和５年４月12日こ成環第

５号）の別紙の「放課後児童健全育成事業実施要綱」（以下「実施要綱」という。）に定める

放課後児童健全育成事業を行う事業所（以下「放課後児童クラブ」という。）における放課後

児童支援員や補助員等の放課後児童クラブで働く職員（非常勤職員を含み、経営に携わる法人

の役員である職員を除く。以下同じ）の処遇の改善のため、賃上げ効果が継続される取り組み

を行うことを前提として、収入を３％程度（月額9,000円相当）引き上げるために必要な経費

に対し、予算の範囲内において補助金を交付することについて、仙台市補助金等交付規則（昭

和55年仙台市規則第30号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定める

ものとする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、仙台市児童クラブ事業実施要綱（令和７

年３月27日こども若者局長決裁）の例によるもののほか、次の当該各号に掲げるものをいう。 

（１）補助事業者 第９条の規定により補助金の交付の決定の通知を受けた者をいう。 

（２）補助事業 第９条の規定により補助金の交付の決定の通知を受けた事業をいう。 

（３）会計年度 ４月１日から翌年３月３１日までをいう。 

 

（補助金の交付対象者） 

第３条 この補助金を受けることができる者は、次の各号に掲げる要件を満たすものとする。 

（１）児童福祉法（昭和22年法律第164号）及び仙台市放課後児童健全育成事業、家庭的保育事

業等及び乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年仙台市条

例第44号以下「本市基準条例」という。）に基づき、放課後児童健全育成事業を健全かつ円

滑に実施できる団体又は個人（以下「実施団体」という。）のうち、市内の小学校に在籍す

る放課後児童を対象として、実施要綱別添１に基づく放課後児童健全育成事業を行うもので

あること。 

（２）市内に所在する放課後児童クラブを運営する実施団体であること。 

（３）暴力団等と関係を有していないこと。 

 

（対象職員） 

第４条 対象職員は、市内に所在する放課後児童クラブに勤務する職員とする。 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助対象となる経費は、一会計年度における職員の収入を３％程度（月額9,000 円）引

き上げるために必要な費用（以下「賃金改善部分」という。）とする。 



 

（賃金改善の要件） 

第６条 この補助金の対象となる賃金改善の要件は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）職員に対する３％程度（月額9,000円相当）の賃金改善を実施すること。 

※ 賃金改善とは、本事業の実施により、職員について、雇用形態、職種、勤続年数、職責

等が事業実施年度と同等の条件の下で、令和４年１月の賃金水準を超えて、賃金を引き上

げることをいう。 

（２）本事業による賃金改善に係る計画書を作成すること。また、計画の具体的な内容を職員に

周知すること。 

（３）本事業による補助額は、職員の賃金改善及び当該賃金改善に伴い増加する法定福利費等の

事業主負担分に全額充てること。 

※ 法定福利費等の事業主負担分については、以下の算式により算定した金額を標準とす

る。 

＜算式＞ 

「前年度における法定福利費等の事業主負担分の総額」÷「前年度における賃金の総額」×

「賃金改善額」 

（４）本事業による賃金改善が賃上げ効果の継続に資するよう、最低でも賃金改善の合計額の３

分の２以上は、基本給又は決まって毎月支払われる手当の引上げにより改善を図ること。 

（５）本事業により改善を行う賃金項目以外の賃金項目（業績等に応じて変動するものを除

く。）の水準を低下させていないこと。 

（６）本事業により講じた賃金改善の水準を維持すること。 

（７）「放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業」（令和３年12月23日付け子発1223第１号厚

生労働省子ども家庭局長通知）に基づく賃金改善を実施している場合には、当該事業により

改善を行った賃金水準から低下させてはならないこと。 

 

（補助金の額） 

第７条 補助金の額は、放課後児童クラブ（１支援の単位）ごとに、以下の算式により算定する

こと。 

２ 事業完了後、前項の規定による交付決定額（ただし、第１０条第２項の規定による変更承認

申請を行った場合にあっては、同条第２項の規定による交付決定の額 ）と補助対象経費の実

支出額を比較し、いずれか低い額を交付確定額とする。 

 

＜算式＞ 

補助基準額（月額11,000円）×賃金改善対象者数×事業実施月数 

※「賃金改善対象者数」とは、賃金改善を行う常勤職員数に、１ヶ月当たりの勤務時間数を就

業規則等で定めた常勤の１ヶ月当たりの勤務時間数で除した非常勤職員数（常勤換算）を加

えたものをいう。なお、「賃金改善対象者数」については当該年度の４月１日以降におい

て、賃金改善が行われている又は賃金改善を行う見込みの職員数により算出すること。 

   ただし、新規採用等により、賃金改善対象者数の増加が見込まれる場合には、適宜賃金改

善対象者数に反映し、算出すること。 

※ 常勤職員とは、施設で定めた勤務時間（所定労働時間）の全てを勤務する者をいう。ただ



 

し、１日６時間以上かつ月20日以上勤務している者は、これを常勤職員とみなして含めるこ

と。 

※ 事業実施月数は、賃金改善の月数によること。 

 

（交付の申請） 

第８条 規則第３条第１項の規定により補助金の交付を申請しようとするときは、仙台市放課後

児童支援員等処遇改善事業（月額9,000円相当賃金改善）費補助金交付申請書（様式第１号）

に必要な書類を添付して市長が別に定める日までに提出しなければならない。 

 

（交付の決定等） 

第９条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金を交付すべ

きものと認めたときは、速やかに補助金の交付決定をするものとする。 

２ 市長は、前項の規定により交付決定をしたときは、その決定の内容を仙台市放課後児童支援

員等処遇改善事業（月額9,000円相当賃金改善）費補助金交付決定通知書（様式第２号）によ

り、申請者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による審査の結果、補助金を交付することが不適当と認めたときは、

仙台市放課後児童支援員等処遇改善事業（月額9,000円相当賃金改善）費補助金不交付決定通

知書（様式第３号）により、その旨及び理由を通知するものとする。 

 

（交付決定の変更） 

第１０条 規則第５条第１項第１号に規定する市長の定める軽微な変更は、補助対象事業の内容

の変更（事業目的を変更しない範囲のものに限る。）で、補助金の額に変更を生じないものと

する。 

２ 補助事業者は、前条の規定による交付決定後に補助金の変更承認申請及び規則第５条第 

１項第２号の規定による事業の中止（廃止）の承認申請をしようとするときは、仙台市放課後

児童支援員等処遇改善事業（月額9,000円相当賃金改善）費補助金事業（変更・中止・廃止）

承認申請書（様式第４号）に必要な書類を添付して、市長に提出することとする。ただし、補

助金の変更承認申請は、申請当時は想定していなかった職員数の変更等のやむを得ない事情が

あると市長が認めた場合に限り行うことができるものとする。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付決定を変

更すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付決定を変更するものとする。 

４ 市長は、前項の規定により交付決定を変更したときは、仙台市放課後児童支援員等処遇改善

事業（月額9,000円相当賃金改善）費補助金事業（変更・中止・廃止）承認通知書（様式第５

号）により、補助事業者に通知するものとする。 

５ 市長は、第２項の規定による申請の審査の結果、承認が不適当と認めたときは、補助事業者

に対し、仙台市放課後児童支援員等処遇改善事業（月額9,000円相当賃金改善）費補助金事業

（変更・中止・廃止）不承認通知書（様式第６号）により、その旨及び理由を通知するものと

する。 

 

 



 

（申請の取り下げ） 

第１１条 規則第７条第１項の規定による申請の取り下げは、交付決定の通知があった日から30

日を経過する日までに、仙台市放課後児童支援員等処遇改善事業（月額9,000円相当賃金改

善）費補助金交付申請取下書（様式第７号）により行うものとする。 

 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、規則第１２条第１項の規定による実績報告は、仙台市放課後児童支援

員等処遇改善事業（月額9,000円相当賃金改善）費補助金実績報告書（様式第８号）に必要な

書類を添付して、市長が別に定める日までに提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定等） 

第１３条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容を調査し、補助金の交付決

定の内容及びこれに附した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、

補助事業者に対し、仙台市放課後児童支援員等処遇改善事業（月額9,000円相当賃金改善）費

補助金確定通知書（様式第９号）により通知するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第１４条 市長は、前条の規定による補助金の額の確定等を行った後に補助金を交付するものと

する。ただし、市長は、補助対象事業の遂行のために必要と認めるときは、事業完了前に概算払

いにより補助金の全部又は一部を交付することができる。 

 

（決定の取消し） 

第１５条 市長は、補助事業者が次の各号に定める事項に該当するときは、補助金の交付決定の

全部又は一部を取り消すことができるものとする。 

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付の決定又は交付を受けたとき。 

（２）補助金を他の用途に使用したとき。 

（３）補助金の交付決定の内容若しくはこれに附した条件その他法令等に基づく市長の指示に違

反したとき。 

２ 前項の規定は、補助金の額の確定があった後においても適用があるものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による取消しを決定したときは、補助事業者に対し、仙台市放課後児

童支援員等処遇改善事業（月額9,000円相当賃金改善）費補助金交付決定取消通知書（様式第

１０号）により、その旨及び理由を通知するものとする。 

 

（補助金の返還） 

第１６条 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合においては、

当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還

を請求するものとする。この場合、仙台市補助金等交付規則第18条第１項による加算金を納付

しなければならない。 

２ 市長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える

補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分の返還を請求するものとす



 

る。 

３ 前２項に定める期限までに補助金を返還しないときは、仙台市補助金等交付規則第18条第２

項による遅延損害金を納付しなければならない。 

（立入検査等） 

第１７条 市長は、補助金等に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、補助事業

者に報告させ、又は本市職員にその事務所、事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検

査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

 

（書類の整備等） 

第１８条 補助金の交付を受けた補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳

簿を備え、当該収入及び支出についての証拠書類を整備し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補

助事業完了後５年間保管しておかなければならない。 

 

（委任） 

第１９条 この要綱の施行に関し必要な事項は、こども若者局長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年１０月１２日から実施し、令和４年１０月１日から適用する。 

  附 則（令和５年３月２７日改正） 

この改正は、令和５年４月１日から実施する。 

  附 則（令和７年４月１日改正） 

この改正は、令和７年４月１日から実施する。 

 


